
総務省政策評価の結果の政策への反映状況（令和６年度公表分） 

令和７年６月  

 

１ 事前評価 

（１）研究開発を対象として評価を実施した政策 

No.1 量子暗号通信網の早期社会実装に向けた研究開発 

  

（２）規制を対象として評価を実施した政策 

No.1 特定小規模施設用自動火災報知設備が設置可能な防火対象物の範囲の拡大 

No.2 認定放送持株会社等に適用される衛星基幹放送に関するマスメディア集中排除

原則の緩和  

No.3 消防活動阻害物質の追加 

No.4 製造所及び屋外タンク貯蔵所の基準に関する見直し  

No.5 リチウムイオン蓄電池の取扱い等に係る規制の見直し  

No.6 携帯電話等の契約時等における本人確認の厳格化 

No.7 特定高周波数無線局を開設することのできる者を価額競争により選定する制度

の創設 

No.8 重要無線通信に係る電波の伝搬障害防止区域の指定可能範囲の拡大 

No.9 国の機関等に対する免許等関連手続のデジタル化の義務付け 

No.10 免許状等の返納義務、登録検査等事業者への登録証の返納義務及び掲示義務の 

廃止並びに免許状等及び登録証の訂正を受ける義務の廃止  

No.11 特定地上基幹放送事業者等が中継地上基幹放送局を廃止する際の規律の整備 

No.12 リチウムイオン蓄電池の取扱い等に係る規制の見直し 

No.13 基礎的電気通信役務の提供の確保に関する規定の整備 

No.14 公正競争の確保に関する規定の整備（市場支配的事業者に対する規制の追加等） 

No.15 鉄塔等提供事業者の土地等の利用に関する認定制度の創設 

No.16 電気通信番号使用計画の認定に係る欠格事由の追加等 

No.17 電報の事業への電気通信事業法の適用の廃止 

 

（３）租税特別措置等を対象として評価を実施した政策 

No.1 中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額 

等の特別控除（中小企業経営強化税制）の拡充及び延長 

No.2 中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除

（中小企業投資促進税制）の延長 

No.3 沖縄の情報通信産業振興地域・特別地区における課税の特例措置の延長等 

No.4 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の延長 

No.5 半島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延長 

No.6 離島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却制度の延長 



 

２ 事後評価 

（１）研究開発を対象として評価を実施した政策（完了後・終了時） 

No.1 衛星通信における量子暗号技術の研究開発 

No.2 仮想空間における電波模擬システム技術の高度化 

No.3 100ＧＨｚ以上の高周波数帯通信デバイスに関する研究開発 

No.4 ＨＡＰＳを利用した無線通信システムに係る周波数有効利用技術に関する研究   

開発 

No.5 リアルタイムアプリケーションを支える動的制御型周波数共用技術に関する研   

究開発 

 

（２）規制を対象として評価を実施した政策 

No.1 外国法人等が電気通信事業を営む場合の規定の整備等 

No.2 適格電気通信事業者に係る技術基準適合維持義務に関する制度の整備 

No.3 特定基地局開設料に関する制度の対象となる特定基地局の追加 

No.4 コミュニティ放送局等における無線従事者資格制度の緩和 

No.5 圧縮水素充填設備設置給油取扱所における圧縮水素の充填及び給油のための停 

車スペースの共用化並びに液化水素昇圧ポンプを給油取扱所に併設する場合の技 

術上の基準の整備 

No.6 水張検査を適用しない変更工事の範囲の拡大 

No.7 消火器具に関する基準の見直し 

No.8 危険物の取扱いの技術上の基準の追加 

No.9 ガソリンスタンドにおける屋外での販売・展示等 

No.10 衛星基幹放送業務の認定要件の追加 

 

（３）一般分野の政策を対象として評価を実施した政策（実績評価方式） 

No.1 地方財源の確保と地方財政の健全化 

No.2 分権型社会を担う地方税制度の構築 

No.3 情報通信技術利用環境の整備 

No.4 一般戦災死没者追悼等の事業の推進 

No.5 公的統計の体系的な整備・提供 

No.6 消防防災体制の充実強化 

      

    

 

 

 

 

 

 



１ 事前評価 

（１） 研究開発を対象として評価を実施した政策（令和6年8月30日公表） 

＜評価書はこちら＞ 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
量子暗号通信網の早期社会実装に向けた

研究開発 

＜予算要求＞ 

 評価結果を踏まえ、令和7年度予算概算要求で、「量子暗号

通信網の早期社会実装に向けた研究開発」に必要な経費（20

億円）を要求した。 

 

（２） 規制を対象として評価を実施した政策 

＜評価書はこちら＞ 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

特定小規模施設用自動火災報知設備が設

置可能な防火対象物の範囲の拡大（（令和

6年4月3日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「火災報知設備の

感知器及び発信機に係る技術上の規格を定める省令及び特

定小規模施設における必要とされる防火安全性能を有する

消防の用に供する設備等に関する省令の一部を改正する省

令」等が公布された（令和6年7月23日公布）。 

2 

認定放送持株会社等に適用される衛星基

幹放送に関するマスメディア集中排除原

則の緩和（令和6年4月23日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「基幹放送の業務

に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有

基準の特例に関する省令の一部を改正する省令」が公布され

た（令和6年6月27日公布）。 

3 
消防活動阻害物質の追加（令和6年7月9日

公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「危険物の規制に

関する政令別表第一及び同令別表第二の総務省令で定める 

物質及び数量を指定する省令の一部を改正する省令」が公布

された（令和6年8月30日公布）。 

4 
製造所及び屋外タンク貯蔵所の基準に関

する見直し（令和6年12月3日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「危険物の規制に

関する政令の一部を改正する政令」等を公布予定 

5 
リチウムイオン蓄電池の取扱い等に係る

規制の見直し（令和6年12月3日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「危険物の規制に

関する政令の一部を改正する政令」等を公布予定 

6 
携帯電話等の契約時等における本人確認

の厳格化（令和7年1月27日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「携帯音声通信事

業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の

不正な利用の防止に関する法律施行規則の一部を改正する

省令」を公布予定 

7 
特定高周波数無線局を開設することので

きる者を価額競争により選定する制度の

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電波法及び放送
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創設（令和7年2月13日公表） 法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（令和7年2月

提出）。 

8 

重要無線通信に係る電波の伝搬障害防止

区域の指定可能範囲の拡大（令和7年2月

13日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電波法及び放送

法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（令和7年2月

提出）。 

9 

国の機関等に対する免許等関連手続のデ

ジタル化の義務付け（令和7年2月13日公

表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電波法及び放送

法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（令和7年2月

提出）。 

10 

免許状等の返納義務、登録検査等事業者

への登録証の返納義務及び掲示義務の廃

止並びに免許状等及び登録証の訂正を受

ける義務の廃止（令和7年2月13日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電波法及び放送

法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（令和7年2月

提出）。 

11 

特定地上基幹放送事業者等が中継地上基

幹放送局を廃止する際の規律の整備（令

和7年2月13日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電波法及び放送

法の一部を改正する法律案」を国会に提出した（令和7年2月

提出）。 

12 
リチウムイオン蓄電池の取扱い等に係る

規制の見直し（令和7年3月12日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「危険物の規制に

関する規則の一部を改正する省令」を公布予定 

13 
基礎的電気通信役務の提供の確保に関す

る規定の整備（令和7年3月13日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電気通信事業法

及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国会に提出した（令和7年3月提出）。 

14 

公正競争の確保に関する規定の整備（市

場支配的事業者に対する規制の追加等）

（令和7年3月13日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電気通信事業法

及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国会に提出した（令和7年3月提出）。 

15 
鉄塔等提供事業者の土地等の利用に関す

る認定制度の創設（令和7年3月13日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電気通信事業法

及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国会に提出した（令和7年3月提出）。 

16 
電気通信番号使用計画の認定に係る欠格

事由の追加等（令和7年3月13日公表） 

＜制度改正＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電気通信事業法

及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国会に提出した（令和7年3月提出）。 

17 
電報の事業への電気通信事業法の適用の

廃止（令和7年3月13日公表） 

＜制度改正＞  

評価結果を踏まえ、本政策を盛り込んだ「電気通信事業法

及び日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正す

る法律案」を国会に提出した（令和7年3月提出）。 



（３） 租税特別措置等を対象として評価を実施した政策策（令和6年8月30日公表） 

＜評価書はこちら＞ 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

中小企業者等が特定経営力向上設備等を

取得した場合の特別償却又は法人税額等

の特別控除（中小企業経営強化税制）の拡

充及び延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和 7 年度税制改正要望において「中

小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別

償却又は法人税額等の特別控除（中小企業経営強化税制）の

拡充及び延長」を要望し、措置の対象を拡充し及び適用期限

を見直した上で、令和 7 年度税制改正大綱に所要の改正が

盛り込まれた。 

2 

中小企業者等が機械等を取得した場合の

特別償却又は法人税額等の特別控除（中

小企業投資促進税制）の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和7年度税制改正要望において「中

小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税

額等の特別控除（中小企業投資促進税制）の延長」を要望し、

措置の適用期限を見直した上で、令和7年度税制改正大綱に

所要の改正が盛り込まれた。 

3 
沖縄の情報通信産業振興地域・特別地区

における課税の特例措置の延長等 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和7年度税制改正要望において「沖

縄の情報通信産業振興地域・特別地区における課税の特例措

置の延長等」を要望し、措置の適用期限を見直した上で、令

和7年度税制改正大綱に所要の改正が盛り込まれた。 

4 
地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）

の延長  

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和7年度税制改正要望において「地

方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の延長」を要望し、

措置の適用期限を見直した上で、令和7年度税制改正大綱に

所要の改正が盛り込まれた。 

5 
半島振興対策実施地域における工業用機

械等に係る割増償却制度の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和7年度税制改正要望において「半

島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却

制度の延長」を要望し、措置の適用期限を見直した上で、令

和7年度税制改正大綱に所要の改正が盛り込まれた。 

6 
離島振興対策実施地域における工業用機

械等に係る割増償却制度の延長 

＜税制改正＞ 

評価結果を踏まえ、令和7年度税制改正要望において「離

島振興対策実施地域における工業用機械等に係る割増償却

制度の延長」を要望し、措置の適用期限を見直した上で、令

和7年度税制改正大綱に所要の改正が盛り込まれた。 
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２ 事後評価 

（１） 研究開発を対象として評価を実施した政策（完了後・終了時）（令和6年8月30日公表） 

＜評価書はこちら＞ 

№ 政策の名称 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 
衛星通信における量子暗号技術の研究開

発 

 評価結果を踏まえ、本研究開発の成果の実用化や普及展開

に向け、衛星量子鍵配送の技術的課題の解決、事業展開のた

めのビジネスモデルの構築を引き続き検討をしていく。な

お、本政策は当初の目的を達成して令和5年度に終了してい

る。 

2 
仮想空間における電波模擬システム技術

の高度化 

 評価結果を踏まえ、引き続き応用開発を進めるともに、テ

ストベッド環境の提供や事業者等の一般ユーザに向けたサ

ービス化など、本研究開発の成果の実用化及び事業化を検討

していく。なお、本政策は当初の目的を達成して令和5年度

に終了している。 

3 
100ＧＨｚ以上の高周波数帯通信デバイ

スに関する研究開発 

 評価結果を踏まえ、移動通信システムの実用化に貢献でき

るよう、各技術の深化に引き続き取り組んでいく。なお、本

政策は当初の目的を達成して令和5年度に終了している。 

4 

ＨＡＰＳを利用した無線通信システムに

係る周波数有効利用技術に関する研究開

発 

 評価結果を踏まえ、ＨＡＰＳの早期国内導入に向け、必要

な技術基準の策定等を進めていく。なお、本政策は当初の目

的を達成して令和5年度に終了している。 

5 

リアルタイムアプリケーションを支える

動的制御型周波数共用技術に関する研究

開発 

 評価結果を踏まえ、実用化や国際標準化獲得に向けた取組

などの普及展開を進めていく。なお、本政策は当初の目的を

達成して令和5年度に終了している。 

 

（２） 規制を対象として評価を実施した政策 

＜評価書はこちら＞ 

№ 政策の名称 反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

外国法人等が電気通信事業を

営む場合の規定の整備等（令

和 6年 5月 17日公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

2 

適格電気通信事業者に係る技

術基準適合維持義務に関する

制度の整備（令和 6 年 5 月 17

日公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

3 

特定基地局開設料に関する制

度の対象となる特定基地局の

追加（令和 6 年 7 月 3 日公

表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

4 

コミュニティ放送局等におけ

る無線従事者資格制度の緩和

（令和 6 年 7 月 3 日公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

https://www.soumu.go.jp/menu_seisakuhyouka/176036_03.html
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5 

圧縮水素充填設備設置給油取

扱所における圧縮水素の充填

及び給油のための停車スペー

スの共用化並びに液化水素昇

圧ポンプを給油取扱所に併設

する場合の技術上の基準の整

備（令和 6 年 8 月 26 日公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

6 

水張検査を適用しない変更工

事の範囲の拡大（令和 6 年 8

月 26 日公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

7 
消火器具に関する基準の見直

し（令和 6 年 9 月 30 日公表） 
継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

8 

危険物の取扱いの技術上の基

準の追加（令和 7 年 1 月 31

日公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

9 

ガソリンスタンドにおける屋

外での販売・展示等（令和 7

年 3 月 27 日公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

10 

衛星基幹放送業務の認定要件

の追加（令和 7 年 3 月 28 日

公表） 

継続 

＜継続＞ 

評価結果を踏まえ、本政策を、引き続き適切に運用するこ

ととした。 

 

（３） 一般分野の政策を対象として評価を実施した政策（実績評価方式）（令和6年8月30日公表） 

＜評価書はこちら＞ 

№ 政策の名称 反映状況 政策評価の結果の政策への反映状況 

1 

【主要な政策5】 

地方財源の確保と地方財政の

健全化 

改善等 

＜改善等＞ 

〇 上下水道の持続的経営確保のための取組に関しては、公

営企業における経営戦略の改定、公営企業会計の適用、広

域化等を実施する上下水道事業数に係る状況を整理した

上で、経営環境の変化や公営企業会計の適用により把握し

た経営状況を踏まえた事業経営を行うことが必要であり、

これらを考慮した経営戦略の改定が行われる必要がある

こと等を課題とした。 

その上で、今後の方向性として、ＫＰＩの設定等を通じ

た進捗管理やアドバイザー派遣等による経営戦略の改定

支援により、更なる公営企業の経営改革を推進することを

掲げた。 

 

〇 地方公共団体における公共施設等マネジメントの推進に

関しては、各地方公共団体における公共施設等総合管理計

画の策定状況や公共施設等適正管理推進事業債の活用状

https://www.soumu.go.jp/menu_seisakuhyouka/176036_01.html


況を整理した上で、一部の団体において、震災や新型コロ

ナウイルス、庁内のマンパワー不足等の問題により、最新

の指針を踏まえた公共施設等総合管理計画の見直しが予

定通り完了していないことや、公共施設等総合管理計画を

活用した複数団体による広域的な集約化・複合化の取組に

ついても、さらに推進する必要があることを課題とした。 

その上で、今後の方向性として、公共施設等総合管理計

画の見直しが完了していない団体については、「地方公共

団体の経営・財務マネジメント強化事業」の課題達成支援

団体としてアドバイザーの派遣等の支援を行うことや、複

数団体による広域的な公共施設の集約化・共同利用など、

適正管理を進めるための取組を強化すること等を掲げた。 

 

＜予算要求＞ 

令和7年度予算概算要求において、引き続き、必要な予算

を確保しつつも、積算単価等を見直すなどして、予算の効率

化を図った（令和7年度概算要求額:52.6百万円）。 

2 

【主要な政策6】 

分権型社会を担う地方税制度

の構築 

改善等 

＜改善等＞ 

本政策は、地方税の充実確保を図るとともに、税源の偏在

性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を進め、持続可

能な地方税財政基盤を構築すること、また、経済社会の構造

変化を踏まえた税務手続のデジタル化に取り組むものであ

る。 

このうち、税務手続のデジタル化に関しては、令和5年4月

から、個人の納税者に馴染みの深い固定資産税等を必須4税

目として地方税統一ＱＲコード（ｅＬ－ＱＲ）を導入したこ

とにより、電子納付の実績が大きく伸びていることやおおむ

ね全ての地方団体において電子納付環境が整備されたこと

等を確認した。その上で、今後の方向性として、より多くの

納税者がｅＬ－ＱＲを活用できるよう、ｅＬ－ＱＲ未対応の

地方団体が多い税目等を中心に地方団体に対して積極的な

対応を働きかけること、税以外の地方公金のｅＬＴＡＸ経由

での納付を実現すること等を掲げた。 

 

＜予算要求＞ 

令和7年度予算概算要求において、本政策の推進のため、

所要の要求を行った（令和7年度概算要求額:46.9百万円）。 

 

＜定員要求＞ 

令和7年度定員要求において、本政策の推進のため、増員

8名を要求した。 

  



3 
【主要な政策12】 

情報通信技術利用環境の整備 
改善等 

＜改善等＞ 

電気通信サービス分野における消費者保護に関しては、法

改正等による事業者への規律強化等の取組もあり、消費者か

らの苦情相談件数は減少傾向であるものの、ＭＮＯサービス

やＦＴＴＨサービスの勧誘や料金に関する特定のトラブル

類型には苦情が集中しており、件数が高止まりしている。 

これに対して、現状の消費者向けＱ＆Ａ集は電気通信サー

ビスにおける一般的な契約の知識等を示す内容にとどまっ

ており、具体的なトラブル事例や対処方法等の記載が限定的

であることを課題とした。 

その上で、今後の方向性として、苦情が集中している勧誘・

料金に関するトラブルに着目した事例集や周知啓発コンテ

ンツの作成・展開などに新たに取り組むことで、消費者のト

ラブル事例・類型、制度活用能力を含む対応方法への理解度

向上を促すこととした。 

 

＜予算要求＞ 

令和7年度予算概算要求において、日々進展する電気通信

サービスの状況を踏まえ、電気通信事業分野における競争環 

境の整備や電気通信サービスの安心・安全な利用環境の実現 

のために必要な経費について所要の要求を行った（令和7年

度概算要求額:18.9億円）。 

4 

【主要な政策16】 

一般戦災死没者追悼等の事業

の推進 

改善等 

＜改善等＞ 

平和祈念展示資料館の運営に関して、令和5年度の平和祈

念展示資料館の来館者数は前年に比べ増加しており、高校生

以下の来館者数も増加しているものの、戦後79年が経過して

関係者が高齢化している中、引き続き戦争経験のない若年層

の理解を深めるための取組が必要であること、また、資料館

は都内にあるため、地方での展示会の開催や他の関連施設と

の連携などが今後も必要であることを確認した。 

その上で、今後の方向性として、若年層及び資料館への来

館機会が少ない地方在住者の関心を喚起するため、学校等に

おける平和学習支援や地方での展示会開催といった能動的

なアプローチを一層推進していくことにより、関係者の労苦

について後の世代に確実に継承するとともに、理解を深める

機会を幅広く提供していくこととした。 

 

＜予算要求＞ 

令和7年度予算概算要求において、児童・生徒による団体

見学を増やすために、より多くの教育関係者への誘致活動、

平和学習支援プログラムの利用の促進及び小中高等学校等

に対して周知を行う等のため、平和祈念展示等経費について



所要の要求を行った（令和7年度概算要求額:4.9億円）。 

5 

【主要な政策18】 

公的統計の体系的な整備・提

供 

改善等 

＜改善等＞ 

〇 ビッグデータ等の利活用促進に関する2つのアクティビ

ティ（ビッグデータ利活用に係る実証研究等の実施及びビッ

グデータ・ポータルの運営）については、実践的な研究やコ

ンテンツが各府省にとって参考になりづらい、いわゆる政策

部局における現状把握が十分ではないといった可能性があ

るという課題認識に至った。 

その上で、今後の取組の方向性として、各府省との共同研

究や掲載コンテンツの編成の見直しを通じて「役立つ情報」

の提供に努めること、潜在的な利活用ニーズの掘り起こしや

データ保有者と潜在的利用者のマッチングをより高めるな

どの「プッシュ型」の取組を行うこと、また、これと併せて、

各府省でのビッグデータ利活用の取組の現状をより的確に

把握し、効果の波及状況をウオッチしていくこととした。 

 

〇 統計情報の提供の充実・高度化について、ｅ－Ｓｔａｔ

の統計表等の利用件数は運用開始以降着実に増加傾向が 

続いているものの、従来のＥＸＣＥＬ形式等の統計表を中心

とした利用件数は近年伸び悩んでいる。更なる利活用の拡大

（利用件数の増加）を目指すためには、従来の利用者層にと

どまらず、より多くの潜在的なユーザによる効果的な統計利

活用の推進を図っていくことや、ＡＰＩ機能による利用等を

拡大していく必要があることを確認した。 

その上で、今後の方向性・工夫点として、汎用集計システ

ムを活用した統計表のデータベース化促進や、統計データの

ビジュアライゼーション、政府統計共同利用システムの更改

などの施策により、更なる統計情報の提供の充実・高度化を

図ることとした。 

 

＜予算要求＞ 

令和7年度予算概算要求において、公的統計におけるビッ

グデータ等の利活用の推進を図るために必要な経費を33.5

百万円並びに、統計データのビジュアライゼーション及び政

府統計共同利用システムの更改の推進を図るために必要な

経費3.4億円を要求した（令和7年度概算要求額:1,268.2億

円）。 

6 
【主要な政策19】 

消防防災体制の充実強化 
改善等 

＜改善等＞ 

緊急消防援助隊の充実強化に関し、合同訓練の実施状況や

車両の登録申請及び整備台数等を整理するとともに、緊急消

防援助隊の登録隊数が、令和 5年度までの目標数（6,600隊）

を達成していることを確認した。 



その上で、今後の方向性として、緊急消防援助隊第 5期基

本計画について、南海トラフ地震等の今後想定される国家的

非常災害への対応力を強化するために、令和 6 年能登半島

地震における緊急消防援助隊の活動も踏まえ、目標登録隊数

の増隊及び新たな部隊の創設並びに効果的な運用を図るこ

とができるよう計画を改定し、緊急消防援助隊の体制強化及

び車両・装備資機材の充実を図るとともにＤＸの推進による

情報収集、分析など指揮支援体制の強化を着実に推進してい

くこと等を掲げた。 

 

＜予算要求＞ 

令和7年度予算概算要求及び令和6年度補正予算において、

消防防災体制の充実強化を図るため、能登半島地震を踏まえ

た緊急消防援助隊の充実強化等について所要の要求を行っ

た（令和7年度概算要求額:108.3億円、令和6年度補正予算計

上額：93.9億円）。 

 

 


